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概要
本稿では，空間的数量競争モデルにおいて，企業間での
生産費用格差を想定し，どのような立地均衡が得られる
か分析した。費用優位にある企業の独占市場の存在を許
し，ある程度の費用格差があるケースを取り上げ，費用
優位にある企業が線形都市の中央に立地し，劣位な企業
が市場の端点に近いところに位置する立地均衡を見出し
た。
1．はじめに
最初に本稿が取り扱う空間競争の研究について触れ
ておく。 Hotelling（1929）による画期的な研究以来，
立地競争・空間競争の文脈は発展を続けてきた。立地
を考えるときにライバル同士の戦略的行動を考慮し，
均衡立地を考えるという考え方は単なる輸送費の最小
化といった動機にとどまらないものであり，エキサイ
ティングなモデルとして多くの研究者を惹きつけた。
標準的な Hotelling モデルの設定は以下のとおりで
ある。線分で表される空間（都市）を想定し，その上
に消費者が存在・分布し，彼らが空間上に立地する企
業から財を購入する。しばしば浜辺のアイスクリーム
屋台の問題となぞらえられ，海水浴客にアイスクリー
ムを販売する移動店舗がどこに位置することで利潤を
上げることができるかが問われる。その際，移動に伴
うコスト（電車賃や肉体的負担など，輸送費と一般に
呼ばれる）を消費者が負担する（shopping model）と
考える。企業は 2 から数社存在するいわゆる寡占状態
を想定し，最初に一斉に立地を決定する。これが決
まった後に今度は一斉に価格を決定する。このような
2 段階ゲームの構造（立地 ‐ 価格競争モデル・空間
的価格競争モデル）が仮定され，これをサブゲーム完
全均衡の解概念を想定し，バックワードに解いてい
く。
そのような標準的な設定のもとで，d'Aspremont et 
al.（1979）は輸送費が距離に関して比例的（線形関
数）な場合には，企業間の距離が近いときに 2 段階目
の価格競争において均衡がなくなってしまうことを示
した。それを受けて，輸送費を逓増的な 2 次関数と想
定することで価格均衡の存在を保証し，結果として，
2 つの企業は線分の両端に分かれるといういわゆる
「製品差別化最大原理」を導いた。このように同質財
の価格競争モデルにおいては，企業が近づくと激しい
価格競争に巻き込まれてしまうため，企業には分散立
地する強いインセンティブが働く。
ところで，経済理論においては価格競争と並んで数
量競争がある。いわゆるクールノーモデルと呼ばれる
もので，企業は価格を決めるのではなく，市場におけ
る供給量を決定するものである。前述の 2 段階ゲーム
の構造において，2 段階目の価格競争を数量競争に入
れ替えたものが空間的数量競争モデルである。この場
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合に shopping model を想定し，消費者が輸送費を負
担することにすると，結局は総生産量の競争となって
しまい，空間の意味が薄れてしまう。したがって，空
間的数量競争モデルでは通常，企業が直接輸送費を負
担して消費者まで配送する状況を想定する（shipping 
model）。言い換えれば，空間上の各地点それぞれが
独立した数量競争市場であり，企業は各地点・各市場
に独立に財の供給量を決めていく。東京と大阪に存在
する 2 つの企業が福岡，広島，神戸，名古屋，仙台，
札幌など各地にそれぞれ供給し，各地は独自の市場で
あると想定するのである。
このような想定のもと，実際に分析したのが Ham-
ilton et al.（1989）と Anderson and Neven（1991）で
ある。彼らは線形都市において企業が中心に集まる結
論を導いた（差別化最小原理）。これは空間的価格競
争モデルの結論との大きな相違である。価格競争の場
合，集積してしまうと激しい価格競争になり利潤が
「ゼロ」になってしまうため，このような立地均衡は
得られない。一方，数量競争の場合には，集積しても
クールノー均衡では両企業ともプラスの利潤を確保す
る。その意味では競争は比較的穏やかであり，中心に
立地することで経済全体に供給するときの輸送コスト
の節約を計っているものと解釈できよう。
以上のように，空間競争モデルにおいては価格で競
争するのか，あるいは数量で競争するのかによって全
く異なる結果が得られることが分かる。ところで，こ
こまでは暗黙に企業間の対称性，つまり両企業とも技
術などは等しく，費用に差はない場合について触れて
きた。言うまでもなく，同じもの（同質財）を生産す
る場合においても，企業間で費用が等しいとは限らな
い。空間的価格競争モデルにおいては，費用の非対称
性を扱った研究が行われてきた。Ziss（1993）は企業
間で費用格差がある程度大きい場合，均衡がなくなっ
てしまうことを示した。直感的にも分かるように，費
用の低い生産性の高い企業は費用の高い企業の近くに
立地して，費用優位を生かしてライバルの需要を奪う
インセンティブがある。逆に費用の高い企業はライバ
ルとは離れて競争から逃れ，一定の需要を確保しよう
とするだろう。結果的に「鬼ごっこ」のような形と
なってしまい，均衡がなくなる可能性が生まれてく
る。
このような均衡の非存在問題を回避する 1 つの方法
は，立地を非同時手番で決定することである 1）。
Tyagi（2000）はそのような非同時手番の分析を行
い，先手が費用優位にある場合には中央に立地し，費
用劣位の後手は中央からいくらか離れて立地すること
を示している。この直感的な理由は上で述べたことか
らもすぐに分かるだろう。また，Meza and Tombak
（2009）は手番自体を内生的に求めており，費用優位
の企業に先手になるインセンティブがあることを見て
いる。
このような費用格差については，空間的価格競争モ
デルの枠組みで研究がなされてきた。筆者の知る限
り，空間的数量競争モデルではそのような研究がな
い。この 1 つの理由はそれなりの大きさの費用格差を
課した場合，市場構造が独占領域と複占（寡占）領域
に分割され，分析が非常に複雑になってしまうことが
挙げられる。通常，空間的数量競争モデルにおいては
経済全体が複占（寡占）領域になる，言い換えれば全
ての企業が空間全体に財を供給することがしばしば仮
定される 2）。そこで本稿では，空間的数量競争モデル
において費用格差を取り入れて分析する。また手番に
ついては上記の背景から，非同時手番として，費用優
位の企業が先手で，費用劣位の企業を後手とする。こ
れにより比較が容易になる。
本稿の構成は以下のとおりである。2 節でモデルを
提示し，3 節で均衡を求める。4 節でまとめる。
2．モデル
本稿では，Hamilton et al.（1989）と Anderson and 
Neven（1991）によって開発された標準的な空間的数
量競争モデルをベンチマークとする。線分 L＝[0,1] で
表される線形都市を考える（図 1）。
この線上に消費者が一様に分布しており，各点 z∈
L の密度を 1 とする。ある 1 つの同質的な財を供給す
る 2 つの企業（1，2）が存在し，各地点 z における消
費者はこの財について以下のような共通の逆需要関数
を持っている。
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P(z)＝1－Q(z), Q(z)≡q1(z)＋q2(z) （1）
ここで P は価格，qi は企業 i＝1,2 の供給量で Q はそ
の地点での総供給量を表している。通常の空間的数量
競争モデルが仮定するように，消費者間での裁定取引
は（費用が高いため）行われないものとし，各地点の
市場は独立的に扱われ，企業は地点ごとに供給量を独
立に決定し，輸送費を負担して配送する（shipping 
model）。
企業 1 の立地点を x∈L，企業 2 の立地点を y∈L
で表し，一般性を失うことなく x y とする。企業の
輸送費は距離と供給量について比例的（線形）である
と仮定して，企業 i の単位輸送費 Ti は以下のように
与えられる。
T1(x, z)＝t｜x－z｜, T2(y, z)＝t｜y－z｜ （2）
ここでは t＞0 単位距離単位数量あたりの輸送費のパ
ラメータである。
本モデルでは企業間の費用格差を想定し，生産の限
界費用を企業 1 は 0，企業 2 は c＞0 とする。すなわ
ち，企業 1 の方が生産性の高い企業であり，これは例
えば生産についての特許を企業 1 が持っており，企業
2 はその使用料を払わなければならないようなケース
に相当する。多くの空間的数量競争モデルは各企業が
経済全体（全ての地点）に供給することを保証するた
めに輸送費があまり大きくならないように想定する。
本モデルでは生産性の高い企業は経済全体に供給する
が，生産性の低い企業は必ずしもそうではない状況を
描くことになる。そのためにパラメータに課される条
件は後に示す。
以上から各企業の地点より得られるローカルな利潤
πi は（1）と（2）から以下のように表すことができ
る。
π1(z; x, y)＝q1[P(z)－t｜x－z｜] （3）
π2(z; x, y)＝q2[P(z)－c－t｜y－z｜] （4）
ここで注意すべきは，（3）は常に正になることを想
定するが，（4）はそうではない。π2＜0 になる領域に
おいては企業 2 は供給を行わず，企業 1 の独占市場と
なってしまう。その場合，q2＝0 であるため，ローカ
ルな利潤 πi は以下のように書き換えられる。
π1(z; x, y)＝q1[1－q1－t｜x－z｜] （5）
π2(z; x, y)＝0 （6）
上記の点に注意して，各企業の総利潤 Πi は以下の
ように表される。
Π1(x, y)＝ 
1
0 
π1(z; x, y)dz
Π2(x, y)＝ 
1
0 
π2(z; x, y)dz
次に問題となるのはゲームの構造である。多くの空
間的数量競争は 2 段階ゲームを想定し，1 段階目で立
地を同時に決め，2 段階目で供給量を決定する。しか
しながら，本モデルでは費用格差を想定しているた
め，生産性の高い企業は生産性の低い企業の近くに立
地してライバルを駆逐せんとするかもしれない。この
とき，一方で生産性の低い企業はライバルから離れて
生き延びようとするであろう。このような非対称性に
よって，1 節で述べたように同時に立地を決定すると
想定した場合に立地均衡が得られない可能性がある。
そのような困難を避けるため，本モデルにおいては最
初（第 1 段階）に生産性の高い企業が立地を決め，次
に（第 2 段階）生産性の低い企業がライバルの立地を
所与として，自らの立地を決めるものとする。最後に
（第 3 段階）両者が同時に供給量を決める。
このような 3 段階ゲームを想定し，解の概念として
通常想定されるようにサブゲーム完全均衡を採用し，
バックワードにゲームを解いていく。
3．均衡
3.1　第3段階（数量均衡）
最初に第 3 段階の数量競争の均衡を求める。まずは
複占市場を考えよう。（3）と（4）より，一階条件
∫
∫
図1　線形都市
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∂π1/∂q1＝0 と∂π2/∂q2＝0 から以下を得る。（2 階
条件も満たされていることを確認することは容易であ
り，本稿では一貫して省略する。）
q
d
1＝ 3
1 (1＋c－2T1＋T2) （7）
q
d
2＝ 3
1 (1－2c＋T1－2T2) （8）
ここで d は複占（duopoly）を表す superscript で，輸
送費 Ti は（2）から与えられている。ここから分かる
ように c が大きくなると（生産性の格差が大きい），
生産性の低い企業 2 の生産量は小さくなる。q
d
2 がマ
イナスになるような市場には供給しない。そのような
市場が企業 1 の独占市場となる。
次に独占市場を考えよう。（5）より一階条件
∂π1/∂q1＝0 から以下を得る。
q
m
1＝ 2
1 (1－T1) （9）
ここで m は独占（monopoly）を表す superscript であ
る。
以上の（7）と（8）が複占市場における数量均衡
で，（9）が独占市場における企業 1 の供給量である。
これらを複占市場の利潤式（3）と（4），独占市場の
利潤式（5）に代入することで各地点におけるローカ
ルな利潤を得る。
3.2　第2段階（企業2の立地）
一般的に独占市場と複占市場の領域を計算し，全て
の場合に解を得ようとすると非常に複雑になる。そこ
で本稿ではある 1 つのケースに絞ることにする。言う
までもなく，この特定化は一般性を損ねるものであ
り，問題があることは確かである。一般的な分析は今
後の課題としたい。
さて，ここでは具体的に費用格差の値 c を特定す
る。その特定化は計算が簡単に，理解しやすくなるよ
うに
c＝1/2
とする。このとき，（7）と（8）は
q
d
1＝ 3
1 ( 23 －2T1＋T2 ) （10）
q
d
2＝ 3
1 (T1－2T2 ) （11）
と書き換えられる。（10）より，企業 1 が立地に関係
なく経済全体に供給する十分条件は
Min q
d
1＞0
であり，これは
0＜ t＜ 4
3
に等しい。
次に（11）より，T1＜2T2 の場合には独占市場，T1
＞2T 2 の場合には複占市場となるが，この境界点
（T1＝2T2）がちょうど両企業の立地点を 2：1 に内分
あるいは外分する点となることが分かる。すなわち左
と右の境界点をそれぞれ z
l
，z
r
とすれば
z
l
＝ 
z
r
＝－x＋2y
となる。
ここで z
r
＜ 1 と想定してみよう。このとき，企業 2
は自社の右の市場（z∈[y, 1]）において企業 1 に独占
されてしまう状態が発生してしまう。このとき，企業
2 の総利潤は
Π2(x, y)＝ 　  (y－x)
3
となり，明らかに企業 2 は右に動くことで利潤が増加
する。（∂Π2/∂y＞0）逆に言えば，企業 2 が企業 1
に近づいて，自らの「裏庭」にライバルの独占市場を
生むような，そこまでの接近は決してしないのであ
る。これは「弱者」の反応としては直観にかなったも
のである。このように均衡においては必ず z
r
1 が成
立している。次に z
r
1 のもとでの立地を検討してみ
よう。このとき，企業 2 の総利潤は
Π2(x, y)＝ 　 [3(1＋x－2y)
3－4(x－y)3]
となり，輸送費のパラメータ t から立地は独立である
ことが分かる。次に以下の事実が分かる。
補助定理 1　企業 1 が左半分の地点に立地する（x＜
x+2y
3
4t
2
81
t
2
81
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1/2）なら，企業 2 は右半分の地点（y＞1/2）
に立地する。逆もまた真である。
証明　x＞1/2 のときに y＞x とした場合，企業 2 は立
地点を x に対して対称（1－2x＋y）に移動する
ことで利潤を大きくすることができる。対称性
から，これは企業 2 が常に企業 1 と左右逆の領
域に立地することを意味する。
このことから x 1/2 かつ y 1/2 に限定して最適立
地を探せば十分である。（言うまでもなく，x＝1/2 の
場合には企業 2 にとっては左右の区別はない。）企業
1 の立地を固定して，それに対する最適反応を計算す
ると以下の結果を得る。
命題 1　企業 1 の立地を x 1/2 としたとき，企業 2
の y＊最適立地は次式で与えられる。
y＊＝ 　 ( 4x＋  6 (1－x)＋6)  （12）
証明　Π2 は 3 次関数で y
3 の係数はマイナスである。
一階条件∂Π2/∂y＝0 より，
y＝( 4x±  6 (1－x)＋6) /10 を得る。
z
r
＞1 であるためには y (1＋x)/2 である。
( 4x－  6 (1＋x)＋6) /10＜(1＋x)/2＜
( 4x＋  6 (1－x)＋6) /10＜1
であるので，
（1＋x）/2 y＜1 における Π2 の最大値は
y＝( 4x＋  6 (1－x)＋6) /10 において与えられる。
3.3　第1段階（企業1の立地）
次の第 1 段階における企業 1 の選択を検討しよう。
前節でみたように，0 x 1/2 として考える。第 2
段階で求めた企業 2 の最適立地 y＊を企業 1 の利潤関
数に代入する。それを最大化するような企業 1 の立地
を求めると次の結果を得る。
命題 2　企業 2 の最適立地 x＊は
x＊＝ 　
である。
証明　簡単な計算により，∂Π1/∂x＞0 をすぐに得る
ことができる。よって，利潤は増加関数であ
り，0 x 1/2 であるから上記の結果を得る。
命題 1 と命題 2 を合わせることで（（12）に x＝1/2 を
代入），以下の均衡立地のペアを得る。
系 1　企業の最適立地は以下のようになる。
( x＊, y＊)＝( 1/2 , (8＋  6/2)/2) ≈ (0.5 , 0.922)
企業 2 の最適立地の値はかなり 1 に近く，費用格差
によって生産性の低い企業が市場の端に追われること
が分かる。これは価格競争モデルの場合と同様であ
る。しかしながら，y＊は 1 よりは小さいため，完全に
端に追われるわけでもない。価格競争モデルにおいて
は場合によっては費用劣位にある企業が端に立地する
可能性がある。
企業 1 はその費用優位性を元に価格競争モデルと同
様に市場の中央に立地する。費用格差のないベンチ
マークの Hamilton et al.（1989）と Anderson and 
Neven（1991）が中央集積を導いていることからも分
かるように，数量競争モデルにおいては線形都市の中
央に立地して輸送費を節約し，競争上優位に立とうと
する行動がここでも見受けられる。
4．おわりに
本稿では，空間的数量競争モデルに費用格差を導入
し，費用優位の企業が中心に立地し，費用劣位の企業
が端に近づくという結果を得た。これだけを見れば空
間的価格競争モデルの結果と大きな差異がないと言え
るかもしれない。たとえ結果が同様であっても，
フォーマルな分析をすることは重要であると考える。
しかしながら，今回の結果は 1 つの特定化した結果で
あり，まだまだ一般化の必要性がある。すぐに確認で
きることは費用格差がかなり小さい場合には 2 つの企
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業がともに中心に集積することである。この格差があ
る程度大きく，独占領域が生まれるような場合には分
散立地が得られることが類推される。いずれにせよ，
この一般化した分析は筆者の今後の課題としたい。
注
1）Matsumura and Matsushima（2009）は混合戦略を採用し，
均衡を求めている。
2）Chamorro-Rivas（2000）は空間的数量競争モデルにおいて
独占領域を許して分析している。しかしながら，費用は対称
的である。
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